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令和元年度 専修大学スポーツ研究所 研究会報告

はじめに
　2011年4月に専修大学へ入職し、今年度で

9年目を終える。初年度5月の専修大学スポー

ツ研究所（以下、SUIS）研究会で、それまでの研

究の足跡や今後の目標について紹介させてい

ただいてから今回で6回目（資料1）を迎えた。

初回で掲げた5つの目標（展望；業績としての

実績）はその翌年度までで3勝1敗1分、現段

階では4勝1敗。ただし、この「1敗」は諸事情

によりどうしても克服できないために、入職当

初の目標は概ね達成、としてもいいのではない

だろうか。

　東京2020大会を迎える来年度は、当学にお

世話になってからちょうど10年目となる。大

学院時代の恩師からは、大学教員の役割は「教

育・研究・社会貢献の3つある」、と日頃より

教えられ、いまだにその教えを大学教員として

のミッションとして心掛けている。そして、現

在、2012年12月より公益社団法人日本トライ

アスロン連合（以下、JTU）のパラリンピック対

策チーム（以下、パラ対策チーム。発足当時は

プロジェクト）のリーダーの任を賜り、パラトラ

イアスロン競技の発展をすべく活動に携わっ

てから8年目を迎え、56年振りの母国開催の

パラリンピック競技大会を控える。その間、大

学教員として、また国内中央競技団体（以下、

NF）の当事者として実践してきたNFや所属

選手へのサポートを含めた活動を振り返り紹

介しながら、今後さらに実現可能な活動につ

いて意見交換を通して考えることとした。

パラトライアスロン競技との関り
　上述のように、正式には2012年12月17日

にJTU内にパラ対策チームが発足し、そのキ

ックオフミーティングにてリーダーを拝命し

た。それまでの選手以外としてのNFとの関わ

りは、ジュニア代表のアシスタントコーチとし

て主にスイムの強化に携わったり、情報戦略・

医科学委員会のメンバーとしてレース分析等

を行ったりしていた。2011年には国際競技団

体（以下、IF）のLevel2 Competitive Coachの

資格も取得したが、パラトライアスロン競技に

関するものではなかった。それでも各競技のIF

ではオリンピック競技もパラリンピック競技

も一緒に統括していることも多く、国際トライ

アスロン連合（以下ITU）もトライアスロン競

技、パラリンピック競技の両者を統括してい

る。JTUは、ITU同様に両者を一緒に統括する

日本国内でも数少ないNFの一つであり（JTU

以外は一般社団法人日本テコンドー協会の

み。2020年2月末日現在）、パラ対策チーム

に参画することに全く違和感はなかった（資料

2）。

　パラトライアスロン競技の世界選手権は

1996年から毎年開催されていたが、日本人選

手の参加は2011年に1名のみ（富川, 2016）、

しかも審判として現地に入っていたスタッフ

がサポートを務め、専任スタッフの派遣もない

状況であった。よって、まずは国際大会に選手

団を派遣できるように、JTU内での制度・仕組

みの整備や、IF、公益社団法人日本障がい者ス

ポーツ協会（JPSA）、日本パラリンピック委員

会（JPC）や関連NFとの連携・協力体制の整

備から着手し、その基盤づくりのために様々な

会議・研修会・セミナー等への積極的な参加

を心掛けた。その延長として、障がい者スポー

ツコーチやクラシファイアの資格取得、アジア

地域やIFでの関連委員会への就任等へと、活

動の範囲を広めていくこととなった。一方、円

滑な強化を進めるためにNFとしての外部資

金の獲得を進め、活動資金の確保に努めた。こ

れはNFの方針に従ってではあるが、普段より

科研費の申請などで書類の作成に慣れていた

ことが役立ったと思われる（資料3, 4）。

大学教員とNFの活動のリンク
　リオ2016大会でパラリンピックデビュー

を果たしたパラトライアスロン競技は、パリ

2024大会までは正式競技として実施される

ことが決まっている。2016年までも、毎年の

方針を決めて進めていたつもりであったが、今

振り返れば、初めてだらけで兎に角目の前の課

題をクリアして前進させることが主となり進

めてきた感も否めない。

　その反省もあり、2017年からはより大学の

機能を活用した活動を進めること、すなわち、

よりスポーツ科学の知見やサポートを強化活

動に取入れて進めることとした。その一つが、

フィットネスチェック（以下、FC）である。オリ

ンピック競技においては、選手のトレーニング

目標・強度設定、トレーニング進捗度の確認、

選手の適性・特徴把握等のためにも実施され

ていて当然とも言えるが、パラスポーツにおい

ては研究やデータの蓄積が少ない。また、同じ

障がいでも症状や程度、出現部位等が異なる

ことが多く、各選手によって全く異なる特徴と

なる。障がいによっては出来ない測定項目も出

てくる。よって、上位者と下位者の比較など、

横断的検討は様々な要因を検討しながら進め

なくてはならず、相当な労力や詳細な測定を要

することにもなり非常に困難である。ただし、

各選手個人のデータの縦断的検討から当該選

手の課題を抽出することは対象者1名でも可

能となる。2017年のレースシーズン前後の2

回、SUIS所員の協力のもと、形態測定と体力

測定を実施することができた（資料5）。さらに、

SUIS所員の専門性を生かして、競技に対する

姿勢や心構え、心理的コンディション等につ

いて講義形式にて頭のトレーニングの時間も

設けた。後者の座学は定期的な実施は実現出

来ていないが、前者のFCは、年2～3回、現在

は国立スポーツ科学センター（以下、JISS）協

力のもと、ハイパフォーマンスサポートセンタ

ー（以下、HPSC）で実施している（資料6-8）。

横断的検討は困難としたが、データを蓄積す

ることで、選手間の比較から課題抽出も可能

となる可能性もある。

　FCにおいてはJISSの研究員と事前に打ち

合わせをし、詳細な測定プロトコル・項目を決

定した。先方に任せきりではなく、スポーツ科

学を専門とする大学教員として議論を深めら

れた結果、今でもトレーニング処方の資料とな

るデータを収集できている。その他にも、専修

大学と同様に、日常的に低酸素トレーニングや

暑熱順化トレーニングが実施可能な近畿にあ

る大学、専門的にランニングのフォームチェッ

クや各選手に適したドリルの提案などの助言

をいただくようになった東北にある大学等、各

専門領域の諸先生方にも携わってもらう環境

SUISとしてのNFサポートの実現可能性
―パラトライアスロンのサポートを例として―
富川 理充（商学部教授）

第3回研究会
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を整備し始めた。これらは、大学教員の繋が

りによって得られたコミュニティによるもので

ある。

　今はまだ始まったばかりではあるが、NFが

中心およびハブとなり、各大学・教員等の専門

領域を生かしたサポート体制を構築すること

で、強化を合理的・効果的に進めることが可能

と考える（資料9）。その中で、SUISとして提

供可能な機能等は何か、各所員の専門性・経

験を生かしたサポート・協力が可能となる。そ

して、これらの社会貢献活動を進めつつも、そ

の結果をNFと共有し、各所員の研究や教育へ

の還元されることが望ましいことである（資料

10）。

おわりに
　来年度で入職10周年を迎えるこのタイミン

グに研究会を担当できたことは、節目としてこ

れまでの活動を改めて振り返り確認する絶好

の機会となった。SUISの所員の中には、NFや

それを統括する公益財団法人日本オリンピッ

ク委員会（JOC）やJPCの役員やサポートスタ

ッフとして活躍されている方々も少なくない。

そのような同僚から助言や示唆いただける環

境にいることは非常に貴重である。また、当方

の活動も専修大学やSUIS、各所員の活動に生

かされることも期待される。

　今回いただいた意見等を真摯に受け止め、

さらに大学教員として「教育・研究・社会貢献」

を念頭に精進しようと思う。
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